
 

 

１．件 名「新規制基準適合性審査に関する事業者ヒアリング（東海第二（２５７））」 

２．日 時：平成２９年８月３日 １３時３０分～１８時４５分 

                １８時４５分～２１時５０分 

３．場 所：原子力規制庁 ８階会議室 

４．出席者 

原子力規制庁： 

（新基準適合性審査チーム） 

義崎管理官補佐、伊藤安全審査官、角谷安全審査官 

 

事業者： 

日本原子力発電株式会社：発電管理室 副室長 （他１０名） 

 

５．要旨 

（１）日本原子力発電株式会社から、『東海第二発電所「実用発電用原子炉に係る発

電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するた

めに必要な技術的能力に係る審査基準」への適合状況について』のうち「1.0 

重大事故等対策における共通事項」及び「1.12 工場等外への放射性物質の拡散

を抑制するための手順等」について、説明があった。原子力規制庁から主に以

下の点について指摘を行った。 

 

＜1.0 共通事項＞ 

○ 想定される自然現象においては、津波、有毒ガス及び船舶の衝突に対する考

え方を全般的に整理して提示すること。 

○ 要員、運転員、災害対策要員等の用語の使い分けを明確にするとともに、そ

れらに応じた実施組織及び支援組織等で用いる手順書、教育訓練等について

全般的に整理して提示すること。 

○ 体制の整備においては、本部要員と班長の関係を明確にするとともに、複合

災害への対応について廃止措置の発電所等を踏まえて対応方針を整理して提

示すること。 

○ 屋内アクセスルート上にある資機材について、アクセスルート確保の考え方

を踏まえて整理して提示すること。 

○ 手順書の整備においては、対策に必要となる手順書の種類を明確にするとと

もに、移行条件を踏まえて各手順書の移行の流れを整理して提示すること。 

○ 財産（設備等）保護よりも安全を優先する方針について、発電用原子炉設置

者（社長）との関係を整理して提示すること。 

○ 重大事故等の中長期的な対応に備え、高線量下における対応要員を社員のみ



 

で確保するとしているが、協力会社の支援との関係について整理して提示す

ること。 

○ 竜巻発生が予想される場合の手順として閉止状態等を確認する対象施設・設

備を整理して提示すること。 

○ 支援組織に対して行う教育及び訓練の内容について整理して提示すること。 

 
＜1.12 放射性物質の拡散抑制＞ 

○ 放射性物質の拡散抑制対策を講じる対象となる建屋等について、抽出の考え

方を整理して提示すること。 

○ 海洋への放射性物質の拡散抑制対策においては、現状、汚濁防止膜（シルト

フェンス）のみで対応するとしているが、放射性物質吸着剤（ゼオライト）

を用いた対応の可能性を考慮した上で、放射性物質の拡散抑制対策としての

考え方を整理して提示すること。 

○ 手順着手の判断基準と個別の操作手順とを区別した上で、泡消火薬剤の運搬

等個々の対策について整理して提示すること。 

○ 放水砲による大気への放射性物質拡散抑制開始の判断基準として原子炉建屋

トップベントを開放する場合とあるが、重大事故等時の手順として行うもの

か、「1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等」との

関係を踏まえて、手順の位置づけを整理して提示すること。 

○ 放水砲による大気への放射性物質拡散抑制開始の判断基準としてモニタリン

グポストの指示値を活用する場合の基準値の考え方について整理して提示す

ること。 

○ 海洋への放射性物質の拡散抑制として用いる汚濁防止膜の操作手順について

模式図を用いて整理して提示すること。 

○ 放水により生じた汚染水が流れ込む雨水排水路集水桝について、２箇所に優

先して汚濁防止膜を設置するとしている考え方を整理して提示すること。 

○ 可搬型代替注水大型ポンプ車（放水用）による大気への拡散抑制の開始時間

及び海洋への放射性物質の拡散抑制に要する時間について、要員、所要時間

を踏まえて考え方を示すとともに、タイムチャートにて関係を整理して提示

すること。 

○ 初期消火においてアクセスルート及び火災周囲への延焼防止として用いる消

防車と航空機火災の泡消火として用いる可搬型代替注水大型ポンプ（放水

用）の手順においては、自主設備が重大事故等対処設備に悪影響を与えない

ことを設備、水源、手順等の観点から整理するとともに、タイムチャートに

て関係を整理して提示すること。 

○ 航空機燃料火災時における泡消火時間について、泡消火開始から約２０分と

している妥当性を整理して提示すること。 



 

○ 海洋への放射性物の拡散抑制として用いている放水路（雨水排水路集水桝

等）の機能維持について、手順の成立性を踏まえて位置づけを整理して提示

すること。 

○ 降雨時に可搬型代替注水大型ポンプ（放水用）による放水を行う際の放水路

の排水能力（及び排水しきれない場合の浸水高さ）について整理して提示す

ること。 

 
（２）日本原子力発電から、本日の指摘について了解した旨の回答があった。 

 

６．その他 

提出資料： 

・東海第二発電所 「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故

の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係

る審査基準」への適合状況について（1.12） 

・東海第二発電所 重大事故等対処設備について（第５５条） 

・東海第二発電所 重大事故等対処設備について（補足説明資料）（第５５条） 


